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２－２持続可能性という公益と multi-partnership について 






積極的に multi-partnership の意義を評価し構造的に分析している段階までは至っていない。 
 
２－３ multi-partnership によって導出される新たなガバナンスの仕組みについて 




































































































































































































































































































































































































































図 3�① ＮＭＰ型構造改革 
  




























































































































































会 2014 年 5月 
注 2 日本創生会議が提起した“消滅可能性都市”の社会的インパクトを受けて、2014 年 9 月の第 2次安部内閣 
の発足と同時に内閣府に日本創生本部を置き、地方自治体の主体的な地域活性化計画に基づく地方の人口減 
少に歯止めをかけ、日本社会の活力を上げることを目的とする日本創生政策を実施した。 







注 4 1995 年に発生した阪神淡路大震災を期に、日本で始めて大規模な市民のボランティア活動が展開されて、 
市民の持つ大きな社会的潜在力が国民に共有されることとなった。その後 1998 年になって国会において議員 
立法によって特定非営利活動促進法が成立し施行された。この法律ではその後の改正も含めて、NPO 活動に対 
する税制上の支援は不十分といわれ、また NPO の政策提言も特に地方自治体においては影響力が非常に限ら 
れたままになっている。 
注５ IPCC（気候変動に関する政府間パネル）地球温暖化の影響を科学的に検証するために国連環境計画と世界 
気候機関が 1988 年に共同設置した国際機関。1990 年の第１次報告書以来 2014 年の第 5次評価報告書のほか 
部会報告も含めて、地球温暖化の進行状況について評価する最も重要な評価機関とされている。現在第 6次 
評価書案の策定作業中 
注 6 「公共性の再構築とマルチパートナーシップ」富野暉一郎・早田幸政著 『地域公共人材叢書第 3巻』 
ｐ２６ 日本評論社 2008 年 
注 7 たとえば都市計画の分野ではサステイナブル都市論の関連で、戸川卓哉他による「環境・経済・社会のトリ 
プル・ボトムラインに基づく都市持続性評価システム土木計画学 2010 春 ver5 などの研究がある。 








注 10 長浜政寿「現代行政にける「公共性」の問題」『年報行政研究』 No. 10 p. 2-24.（1973 年） 
注 11 塩野宏「行政法における「公益」についてー公益法人制度改革を機縁として」『日本學士院紀要』. 64(1),  
25-50, 2009. 日本学士院 











注 15 近年の急激な情報化の進展によってモノではなく情報が主体となって社会の動きが決定されるＡＩ型社会 
が期待と不安を呼んでいるが、われわれはまだ誰も正確にＡＩ社会を理解していない。再生エネルギーの評 
価など現時点における評価が今後ＡＩ社会においてどのように変化するかは未知数の部分がある。 
注 16 諸富徹「地域の持続可能性とは何か―再生可能エネルギーを軸として―」本学の第 2回地域経営学セミ 
ナーにおける報告 2017 年 11 月 
注 17 2018 年 2 月、朝来市で開催された福知山公立大学開学記念講演会における川北秀人氏（IIHOE 人と組織 
と地球のための国際研究所 代表者）の基調講演による。小規模多機能自治組織の先進地である島根県雲南 
町における新しい動きとして報告された。 








注 20 総務省によれば、地方公共団体の職員数は、1994 年の 3,282 千人をピークに、2007 年 4月には 2,743 千 
人まで減少している。（総務省ホームページより） 
注 21  Anthony Giddens The Third Way: the Renewal of Social Democracy, (Polity Press, 1998). 
注 22 行政事務のステップ分析：行政事務の流れを手続きの 1段階ごとに分解し、1段階ごとの事務の性格を、 
権力的事務、周辺的権力事務、非権力的事務に分類して、権力的事務を徹底して絞り込む手法 
注 23 周辺的権力事務：行政事務のうち、権力抜きには執行できない事務を権力的事務（許認可事務、規制、措 
置及び税額の決定等）とし、行政権力が背景にあることによって政策やサービスが円滑・効率的に実施でき 
る事務。 
注 24 注 17 参照 
注 25 欧州におけＥＱＦ（European Qualification Framework）を日本の協働型社会におけるセクター横断型 
人材育成システムに応用するために、大学が中心となって設立された一般財団法人京都の地域公共人材開発 
機構（ＣＯＬＰＵ）が認証団体となって各大学の資格プログラムを運用している資格制度。大学院及び学部 
レベルの資格制度である。 
 
